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新
年
あ
け
ま
し
て
お
め
で
と
う
ご
ざ
い
ま

す
。
会
員
事
業
場
の
皆
様
方
に
は
、
日
頃
か

ら
日
立
労
働
基
準
協
会
の
運
営
に
対
し
ま
し

て
格
別
な
る
ご
支
援
、
ご
協
力
を
い
た
だ
き

厚
く
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

　

昨
年
度
の
定
期
総
会
で
野
崎
前
会
長
の
後

任
と
し
て
皆
様
か
ら
ご
承
認
を
頂
き
、
ま
た
、

理
事
以
上
の
役
員
十
二
名
が
交
代
し
、
新
体

制
で
の
運
営
と
な
り
ま
し
た
が
、
お
蔭
様
を

持
ち
ま
し
て
平
成
十
九
年
度
の
事
業
計
画
を

順
調
に
進
め
る
こ
と
が
で
き
、
重
ね
て
御
礼

を
申
し
上
げ
ま
す
。

　

当
協
会
に
お
け
る
昨
年
の
活
動
を
振
り
返
っ

て
み
ま
す
と
、
技
能
講
習
及
び
特
別
教
育
の

受
講
人
員
が
増
加
し
て
い
る
こ
と
に
加
え
、

安
全
衛
生
大
会
や
研
修
会
等
の
行
事
に
参
加

す
る
人
員
も
増
加
し
、
大
変
充
実
し
た
一
年

間
で
あ
り
、
会
社
経
営
に
例
え
る
な
ら
ば
、

「
過
去
最
高
益
を
達
成
し
た
」
と
言
っ
て
も

過
言
で
な
い
一
年
で
あ
っ
た
と
思
い
ま
す
。

　

一
方
で
、
日
立
労
働
基
準
監
督
署
管
内
や

茨
城
県
に
お
け
る
労
働
災
害
の
発
生
状
況
を

見
て
み
ま
す
と
、
減
少
傾
向
が
鈍
化
し
て
お

り
、
逆
に
増
加
の
局
面
を
迎
え
つ
つ
あ
る
の

で
は
な
い
か
と
危
惧
し
て
お
り
ま
す
。
そ
の

要
因
と
し
て
は
、
雇
用
形
態
が
流
動
化
す
る

中
に
あ
っ
て
、
未
熟
練
労
働
者
に
対
す
る
安

全
衛
生
教
育
が
不
十
分
で
あ
る
こ
と
、
団
塊

世
代
の
労
働
者
が
大
量
に
退
職
す
る
こ
と
に

よ
り
安
全
衛
生
に
関
す
る
ノ
ウ
ハ
ウ
が
十
分

に
継
承
さ
れ
な
い
こ
と
等
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

年
頭
の
ご
挨
拶

　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　

社
日
立
労
働
基
準
協
会

　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　

　
　
　
　
　
　

会
長　

柴
田　

文
弘
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(　)

(　)

わ
た
し
の
年
で
チ
ュ
ウ

　

ま
た
、
一
般
定
期
健
康
診
断
の
結
果
、
何

ら
か
の
所
見
を
有
す
る
労
働
者
の
割
合
が
増

加
傾
向
に
あ
り
、
過
重
労
働
や
職
場
環
境
に

よ
る
健
康
障
害
や
精
神
障
害
の
労
災
認
定
件

数
が
非
常
に
多
く
な
っ
て
き
て
い
る
こ
と
も

考
え
ら
れ
ま
す
。

　

こ
う
し
た
中
、
労
働
災
害
を
減
少
さ
せ
て

い
く
に
は
、
「
計
画
―
実
施
―
評
価
―
改
善
」

と
い
う
一
連
の
過
程
を
定
め
、
安
全
衛
生
活

動
が
継
続
的
に
行
わ
れ
る
仕
組
み
を
構
築
し
、

本
質
安
全
化
を
追
求
し
て
い
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。

　

会
員
事
業
場
の
皆
様
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、

従
業
員
の
健
康
と
安
全
の
確
保
を
経
営
の
最

優
先
課
題
と
し
、
「
災
害
ゼ
ロ
」
か
ら
「
危

険
ゼ
ロ
」
を
目
指
し
て
積
極
的
に
安
全
衛
生

活
動
を
展
開
し
て
頂
く
よ
う
お
願
い
申
し
上

げ
ま
す
。

　

当
協
会
と
致
し
ま
し
て
も
、
関
係
官
庁
の

ご
協
力
を
賜
り
な
が
ら
、
会
員
事
業
場
の
ニ

―
ズ
に
応
え
昨
年
以
上
の
活
動
が
展
開
で
き

る
よ
う
、
尚
一
層
の
努
力
を
し
て
参
る
所
存

で
す
の
で
、
今
後
と
も
ご
理
解
、
ご
協
力
の

ほ
ど
宜
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

　

最
後
に
な
り
ま
し
た
が
、
会
員
事
業
場
の

皆
様
が
、
更
に
飛
躍
の
年
と
な
る
こ
と
を
御

祈
念
申
し
上
げ
、
年
頭
の
挨
拶
と
さ
せ
て
頂

き
ま
す
。



　９月５日(水)、日立労働組合会館において、各企業の安全衛生管理責任者及び担当者220名が参加され、
平成19年度全国労働衛生週間説明会が、日立労働基準監督署のご後援により、盛大に開催されました。
　初めに堀越副会長並びに細谷署長から挨拶があり、続いて全国労働衛生週間の実施要綱について、日
立労働基準監督署第三方面の吉成安全専門官より説明がありました。
　次に事例発表が行われ、平成18年度内閣総理大臣賞国民安全功労表彰を受賞された、日立原町電子工
業㈱取締役経営サポート部長の遠藤富衛氏より「休業無災害32年の歩み」と題し発表がありました。永
年継続している休業無災害は、経営トップの安全衛生管理に対する熱意が従業員の意識高揚に結びつき、
全員一丸となり無災害職場の実現に取り組んだ成果であると、各種管理手法をはじめ、従業員からの提
案制度等の紹介があり、参加者は熱心にメモをとりながら耳を傾けておりました。

腰痛発症のメカニズムと対処方法を学ぶ
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平成２０年１月７日　(２)
　

新
年
明
け
ま
し
て
お
め
で
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

　　

日
立
労
働
基
準
協
会
会
員
の
皆
様
方
に
は
、
日
頃
よ
り
労
働
基
準
行
政
に
対
し
、
格

別
の
ご
支
援
・
ご
協
力
を
賜
り
、
厚
く
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

　

昨
年
を
振
り
返
り
ま
す
と
、
労
働
災
害
は
、
茨
城
県
全
体
と
し
て
は
減
少
傾
向
に
あ

り
ま
す
が
、
当
署
管
内
に
お
い
て
は
増
加
し
て
お
り
、
死
亡
災
害
に
つ
い
て
は
、
一
昨

年
は
全
産
業
に
お
い
て
二
名
と
な
っ
て
お
り
ま
す
が
、
昨
年
は
全
産
業
で
三
名
の
方
の

命
が
失
わ
れ
て
お
り
、
残
念
な
結
果
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

　

今
年
こ
そ
、
労
働
災
害
の
大
幅
な
減
少
、
特
に
死
亡
災
害
は
０
を
念
頭
に
、
諸
々
の

対
策
を
講
じ
て
い
き
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
の
で
、
昨
年
に
増
し
ま
し
て
ご
協
力
の

程
、
宜
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

　

小
生
、
平
成
七
年
四
月
署
長
職
を
拝
命
し
て
以
来
、
約
十
三
年
、
こ
の
職
に
在
任
し

現
在
に
至
り
、
そ
の
間
、
い
ろ
い
ろ
な
体
験
・
経
験
を
さ
せ
て
頂
い
て
お
り
ま
す
。

　

多
く
の
人
と
の
出
会
い
も
あ
り
、
楽
し
い
思
い
出
も
沢
山
あ
り
ま
す
が
、
や
は
り
、

仕
事
中
に
人
の
命
が
失
わ
れ
る
と
い
う
死
亡
災
害
の
こ
と
は
、
記
憶
か
ら
離
れ
る
こ
と

は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

そ
う
い
う
案
件
に
対
処
す
る
度
に
、
こ
れ
だ
け
は
絶
対
に
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
こ
と

で
あ
る
と
、
痛
感
さ
せ
ら
れ
ま
す
。

　

万
が
一
に
も
、
こ
の
よ
う
な
寂
し
い
思
い
を
誰
も
が
体
験
す
る
こ
と
の
無
い
よ
う
、

当
署
職
員
も
、
一
丸
と
な
っ
て
頑
張
っ
て
お
り
ま
す
の
で
、
皆
様
に
お
か
れ
ま
し
て
も
、

今
年
も
安
全
に
最
大
の
ご
配
慮
を
頂
き
ま
す
よ
う
、
何
卒
、
宜
し
く
お
願
い
申
し
上
げ

ま
す
。

　

新
年
早
々
か
ら
、
礼
を
欠
く
よ
う
な
挨
拶
と
な
り
ま
し
た
が
、
こ
れ
か
ら
も
会
員
事

業
場
の
皆
様
方
の
労
働
基
準
行
政
に
対
す
る
ご
支
援
・
ご
協
力
の
程
、
宜
し
く
お
願
い

致
し
ま
す
と
と
も
に
、
皆
様
方
の
な
お
一
層
の
ご
発
展
を
ご
祈
念
申
し
上
げ
ま
し
て
、

年
頭
の
ご
挨
拶
と
さ
せ
て
頂
き
ま
す
。

特別講演　中島　宏 氏

細
谷
署
長　

挨
拶

　最後に特別講演として、「職業性
疾病の予防について」と題し整形外
科の第一人者である小松整形外科医
院院長の中島宏氏より、ご講演をい
ただきました。
　職業性疾病の中でも特に腰痛に焦
点を当てられ、腰痛発生のメカニズ
ムを背椎と神経の関連など、パワー
ポイントにて詳しく紹介され、その
対処方法や予防方法について、判り
易く説明いただきました。
　腰痛は職業性疾病の中でも発生比
率も高く、参加者は最後まで熱心に
聴講されており、たいへん有意義な
ご講演でありました。
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(３)　平成２０年１月７日　

平
成
19
年
度
安
全
衛
生
研
修
会
を
開
催

　
　
　
　
　
　
　
　
　

　

11
月
22
日(

木)

、
午
後
の
半
日
を
利
用
し
、
昨
年
と
同
様
の
３
部
形
式
に
よ
る
安

全
衛
生
研
修
会
を
、
総
勢
62
名
の
多
数
の
参
加
を
い
た
だ
き
、
盛
大
に
開
催
す
る
こ

と
が
で
き
ま
し
た
。

　

第
１
部
は
、
安
全
衛
生
管
理
優
良
事
業
場
の
見
学
会
で
、
今
年
度
は
日
立
ア
プ
ラ

イ
ア
ン
ス(
株)
多
賀
事
業
所
の
ご
協
力
を
い
た
だ
い
て
、
安
全
衛
生
の
取
組
み
の
紹

介
と
現
場
の
管
理
状
況
を
見
学
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

多
賀
事
業
所
は
日
立
の
家
庭
電
化
製
品
の
製
造
工
場
で
あ
り
、
洗
濯
乾
燥
機
、
ク

リ
ー
ナ
ー
、
Ｉ
Ｈ
ク
ッ
キ
ン
グ
ヒ
ー
タ
ー
な
ど
、
家
庭
で
な
じ
み
の
深
い
製
品
で
あ

る
こ
と
か
ら
、
参
加
者
は
興
味
深
く
熱
心
に
見
学
さ
れ
て
お
り
ま
し
た
。

　

安
全
管
理
面
で
は
正
規
社
員
と
ほ
ぼ
同
数
の
請
負
・
派
遣
労
働
者
が
混
在
し
て
い

る
こ
と
か
ら
、
請
負
者
等
へ
の
安
全
管
理
に
力
を
注
い
で
お
ら
れ
、
参
考
に
な
る
こ

と
が
多
々
あ
り
ま
し
た
。

　

第
２
部
の
特
別
講
演
は
ホ
テ
ル
日
航
日
立
に
お
い
て
、
「
ス
ポ
ー
ツ
時
事
放
談　

真
の
プ
ロ
と
は
」
と
題
し
、(

株)

ス
ポ
ニ
チ
ク
リ
エ
イ
ト
代
表
取
締
役
社
長
の
大
隅

潔
氏
よ
り
講
演
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。

大
隅
氏
は
元
ス
ポ
ニ
チ
常
務
取
締
役
、
元
ス
ポ
ー
ツ
キ
ャ
ス
タ
ー
で
、
テ
レ
ビ
で
お

１
．
無
災
害
記
録
証

　

・
（
第
２
種
）
日
立
電
線(

株)

電
線
工
場　

日
立
市　

　

・
（
第
１
種
）
日
立
電
線(

株)

日
高
工
場　

日
立
市

２
．
茨
城
県
産
業
安
全
衛
生
大
会
表
彰

　
　

(

１)

茨
城
労
働
局
長
表
彰

　
　
　

奨
励
賞　
　

ダ
イ
ム
ラ
ー
・
ク
ラ
イ
ス
ラ
ー
日
本(

株)

日
立
新
車
整
備
セ
ン
タ
ー

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

日
立
市

　
　

(

２)(

社)

茨
城
労
働
基
準
協
会
連
合
会
長
表
彰

　
　
　

事
業
場
賞　

(

株)

モ
リ
マ
ー
コ
ン
ポ
ジ
ッ
ト(

株)

中
郷
工
場　

北
茨
城
市

　
　
　

功
績
賞　
　

星
野

茂

氏　

日
立
電
線(

株)

電
線
工
場　

日
立
市　

　
　

(

３)

建
設
業
労
働
災
害
防
止
協
会
茨
城
県
支
部
長
表
彰

　
　
　

事
業
場
賞　

(

株)

菅
原
工
務
店　

北
茨
城
市

　
　

(

４)

陸
上
貨
物
運
送
事
業
労
働
災
害
防
止
協
会
茨
城
県
支
部
長
表
彰

　
　
　

事
業
場
賞　

(

株)

丸
運
茨
城
支
店　

日
立
市

　
　

(

５)

港
湾
貨
物
運
送
事
業
労
働
災
害
防
止
協
会
東
京
総
支
部
日
立
支
部
長
表
彰

　
　
　

事
業
場
賞　

(

社)

日
本
貨
物
検
数
協
会
日
立
事
務
所　

日
立
市

３
．(

社)

日
立
労
働
基
準
協
会
長
表
彰

　
　

(

１)

優
良
事
業
場
賞

　
　
　

・
常
陽
電
機
工
業(

株)　

日
立
市

　
　
　

・
大
石
産
業(

株)

パ
ル
プ
モ
ウ
ル
ド
関
東
工
場　

北
茨
城
市

　
　

(

２)

功
績
賞

　
　
　

・
木
村

武
夫

氏　

(

協
会
運
営
委
員)

　
　
　

・
小
原
　

実

氏　

(

技
能
講
習
講
師)

　
　
　

・
佐
久
間
英
二
氏　

(

技
能
講
習
講
師)

日立アプライアンス㈱多賀事業所にて記念撮影

謹

賀

新

年

　

社
日
立
労
働
基
準
協
会

　
　
　
　

運
営
委
員
会
一
同　

　
　
　
　
　
　
　
　

(　)

な
じ
み
の
方
で
あ
り
、
ス
ポ
ー

ツ
界
に
た
い
へ
ん
詳
し
く
、

そ
の
裏
話
し
に
は
大
い
に
参

加
者
の
興
味
を
引
い
て
、
楽

し
い
講
演
会
と
な
り
ま
し
た
。

講
演
会
の
中
で
、
真
の
プ
ロ

と
は
①
結
果
を
き
ち
ん
と
出

せ
る
こ
と
。
②
人
徳
が
あ
る

こ
と
。
③
技
術
が
す
ば
ら
し

い
こ
と
。
④
他
人
に
訴
え
る

力
が
あ
る
こ
と
。
⑤
人
と
変
っ
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。



日立労働基準監督署管内の労働災害発生状況　

 
茨城県内 日立署管内  

死亡災害 
休業 4 日以上の

死傷災害 
死亡災害 

休業 4 日以上の 

死傷災害 

製造業  8   (＋6) 807   (－5) 3   (＋3) 64   (－3) 

建設業 13   (＋5) 321  (－10) 0   (－1) 27   (＋6) 

運輸・貨物業 4   (±0) 369  (－17) 0   (±0) 16  (－12) 

その他の業種 8   (－7) 980   (＋2) 0   (－1) 66  (＋11) 

合計 33   (＋4) 2,477 (－30) 3   (＋1) 173   (＋2) 

 
 

茨城県内 日立署管内  

死亡災害 
休業 4 日以上の

死傷災害 
死亡災害 

休業 4 日以上の 

死傷災害 

製造業 1   (＋1) 4   (－9) 1   (＋1) 1   (±0) 

建設業 0   (－3) 4  (－10) 0   (－1) 0   (－2) 

運輸・貨物業 3   (＋1) 45   (＋2) 0   (±0) 3   (－3) 

その他の業種 2   (－5) 106  (－50) 0   (±0) 10   (－2) 

合計 6   (－6) 159  (－67) 1   (±0) 14   (－7) 

 

　平成１９年労働災害発生状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１９年１１月３０日現在

　 平成１９年交通労働災害発生状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成１９年１１月３０日現在
　

　(　)内は前年同期との差

　日立労働基準監督署管内の労働災害については、平成17年の同期比で21件増、昨年同期比2件増となり
ました。また、死亡災害が3件発生してしまいました。
　労働者の安全意識高揚のため、引き続き作業前の手順確認（定常作業、非定常作業）や交通安全教育
の実施を徹底していただくとともに、機械・設備の作業前点検の励行等、事業場の安全レベルを向上さ
せるための継続的な活動をお願いします。

 
発生日等 業 種 起因物 発  生  状  況 

１月１０日 

５７歳 

男性・作業者 

自動車・同付

属品製造業 
荷姿の物 

建屋外にあった２段重ねのフレコンバック(１袋約１トン)の

うち、下段のフレコンバックが何らかの理由で破損し、そこか

ら内容物が漏れだしたため、被災者が補修しようとしたところ、

不安定な状態になった上段のフレコンバックが崩壊し、被災者

が下敷きになった。 

１月３１日 

４９歳 

男性・技術者 

重電機製造業 
その他の 

起因物 

 被災者は、平成１８年１１月８日より、技術管理者として福

島県内へ出張していたが、平成１９年２月１日に、同僚が出勤

のため宿泊先へ迎えに行ったところ、呼吸していない状態で布

団に横たわっている被災者を発見し、病院に搬送したが、１月

３１日午後１０時に死亡していたことが確認された。 

５月１７日 

３５歳 

女性・集配係 

クリーニング

業 
乗用車 

被災者が運転するワゴン車がセンターラインを越えて、対向

車線を走っていた大型バスと正面衝突した。 

 その際に、被災者が頭を打って死亡した。 

 

　死亡災害事例
　 平成１９年１１月３０日現在

　

　(　)内は前年同期との差

平成２０年１月７日　(４)

監督署からのお知らせ（４～6面）



(５)　平成２０年１月７日

　― 平成19年10月1日から交付要件が変わりました ―

　労働安全衛生規則の改正により、石綿業務に従事した離職者を対象とする健康管理手帳の交付要件

が平成19年10月1日から変更されました。これにより、一定の石綿作業従事歴のある方も健康管理手

帳の交付の対象となります。

<健康管理手帳>

　石綿を製造し、又は取り扱う業務に従事していた方については、将来、肺がんや中皮種などの健康

障害が生じるおそれがあります。これらの疾病については、石綿にさらされてから発症までの期間が

非常に長く、離職後に発症することが多いため、健康管理手帳制度を設けて、離職後の健康管理を行っ

ております。

　健康管理手帳の交付を受けると、労災病院をはじめとする、指定された医療機関で決まった時期に、

健康診断を6ヵ月に1回、無料で受けることができます。

<対象となる業務>

　石綿（これをその重量の0.1パーセントを越えて含有する製剤その他の物を含む。）を製造し、又

は取り扱う業務。代表例は以下のとおりです。

　・石綿製品の製造工程における作業

　・石綿の吹き付け作業

　・石綿が吹き付けられた建築物や石綿製品が被覆材又は建材として用いられている建築物等の解体

　　等の作業

　・石綿製品の切断等の加工作業

<健康管理手帳の交付要件>

　次の（２）、（３）が新たに追加されました。

（１）両肺野に石綿による不整形陰影があり、又は石綿による胸膜肥厚があること。

（２）下記の作業に1年以上従事していた方。（ただし、初めて石綿の粉じんにばく露した日から10

　　　年以上経過していること。）

　　・石綿の製造作業

　　・石綿が使用されている保温材、耐火被覆剤等の張付け、補修もしくは除去の作業

　　・石綿の吹付けの作業又は石綿が吹き付けられた建築物、工作物等の解体、破砕等の作業

（３）（２）の作業以外の石綿を取り扱う作業に10年以上従事していた方。

<申請に必要なもの>

　離職の際には事業所の所在地を管轄する都道府県労働局へ、離職の後は申請者の住所地の都道府県

労働局へ申請して下さい。労働局による審査後、交付要件に該当する場合には手帳が交付されます。

　①健康管理手帳交付申請書

　②申請者本人が記載した業務暦

　上記①、②に加えて

　③石綿作業に従事していたこと及び従事期間については記載された事業者の証明書

　④事業者の証明書が得られない場合、または不十分な場合には、申請者の申立書に加えて、石綿作

　　業に従事していたこと及び従事期間について記載された２名以上の同僚者の証明書

　⑤事業者の証明書、同僚者の証明書ともに得られない場合、または不十分な場合には、申請者の申

　　立書に加えて、事業場における石綿健康診断の本人への通知結果、社会保険の被保険者記録、給

　　与明細、雇用保険にかかる証明書を添付して下さい。

※交付要件の（１）に該当する場合は、レントゲン写真、ＣＴ写真、じん肺健康診断結果証明書等も

提出して下さい。

石綿健康管理手帳の交付要件の改正について



平成２０年１月７日　(６)

 

件    名 最 低 賃 金 額 
時 間 額(円) 効力発生年月日 

茨城県最低賃金 ６６５ 平成１９．１０．２０ 

 

 

―地域別最低賃金が１０円引き上げられました―

茨城県の最低賃金

 
件     名 最低賃金額 

時間額(円) 効力発生年月日 

鉄 鋼 業 ７７０ 平成 19.12.31 

一 般 機 械 器 具 製 造 業 ７５８ 平成 19.12.31 
電気機械器具、情報通信機械器具、 
電 子 部 品 ・ デ バ イ ス 、 
精 密 機 械 器 具 製 造 業 

７５２ 平成 19.12.31 

各 種 商 品 小 売 業 ７２６ 平成 19.12.31 

 

 
件    名 日 額 ( 円 ) 時間額(円) 効力発生年月日 

一 般 機 械 器 具 製 造 業 
(繊維機械製造業を除く ) ５，８０５ ７２６ 平成 11.12.31 

電 気 機 械 器 具 製 造 業 ５，７８６ ７２３ 平成 11.12.31 

 

１　一般機械器具製造業のうち包装・荷造機械製造業、産業用ロボット製造業の事業場で
　　働く労働者

２　電気機械器具製造業のうち電球製造業、医療用電子応用装置製造業、一次電池(乾電池、
　　湿電池)製造業、ラジオ受信機・テレビジョン受信機製造業、その他の通信機械器具・
　　同関連機械器具製造業、音響部品・磁気ヘッド・小型モータ製造業の事業場で働く労
　　働者

１　地域別最低賃金

２　産業別最低賃金

【注意事項】下記業種には、平成１１年１２月３１日発効の最低賃金が適用されます。

最低賃金に次の賃金は含みません。
●　精・皆勤手当、通勤手当、家族手当

●　１箇月をこえる期間ごとに支払われる賃金（賞与など）

●　臨時に支払われる賃金（結婚手当など）

●　時間外労働、休日労働に対する賃金及び深夜労働における割増部分の賃金

※　この表の金額未満で労働者を使用した場合、最低賃金法違反となりますのでご注意下さい。

※　比較計算式は以下のとおりです。

　　月給制の場合　：　月給額×１２ヶ月／年間総所定労働時間　≧　最低賃金額(時間額)
　　日給制の場合　：　日給額／１日の所定労働時間　≧　最低賃金額(時間額)



　雇用保険関係手続の多くは、平成１６年３月より、インターネット
を利用した電子申請が可能となっています。
　電子申請による雇用保険関係の手続については、平成１８年４月に
添付書類の簡素化を実施するなど、更に便利にお使いいただけるよう
措置を講じているところです。
　パンフレットをお読みのみなさま、これを機に、是非とも電子申請
をご利用いただくようお願いいたします。

(７)　平成２０年１月７日　

ハローワークからのお知らせ

　はじめよう電子申請
◇◇雇用保険関係手続の電子申請のご案内◇◇

事業主・被保険者のみなさまへ

　従来、公共職業安定所の窓口で受け付けていた申請・届出等の手続を、お手元

のパソコンからインターネット経由で電子的に行うものです。

　これにより、多くの雇用保険手続が、ご自宅・企業の事務所等から、２４時間

３６５日行うことができます。

電子申請(オンライン申請)とは？

電子申請のメリットは？

電子申請にはこんなメリットがあります。

安定所の窓口へ
行かなくてすむ

安定所が閉庁してい
るときも申請できる

手続により添付
書類を省略できる

申請書を取り寄
せる必要がない

チェック機能で事前に
記 入 誤 り 等 を 防 止

～はじめよう　届出・申請　オンライン～
日立公共職業安定所　雇用保険課　ＴＥＬ　０２９４(２１)６４４１


